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【要旨】 
近年、ロックフィルダムの建設において、設計施工の合理化やコスト縮減が強く求められている。本研究では、

ロックフィルダムの断面設計法の合理化のため、拘束圧依存性を考慮したロック材料の強度評価と材料安全率の

設定および修正震度法に用いる震力係数の設定について検討を行う。また、ロックフィルダムの耐震性能照査技

術の高度化・信頼性向上を図るために、堤体物性（密度、強度等）のばらつきが地震時変形（すべりを伴わない

揺すり込み沈下）に与える影響を評価する方法についても検討する。 
平成 23 年度は、ロックフィルダムの合理的設計法に関する検討として、近年の地震動記録を用いて下流側の

震力係数および震力係数に対する上下流面勾配の影響についての検討を行った。また、設計せん断強度を定める

際の材料安全率の設定に信頼性設計の概念を取り込むため、材料物性のバラツキ及びその他の解析条件がロック

フィルダムのすべり安全性評価に与える影響についての基礎的な検討を実施し、信頼性設計に基づく材料安全率

の設定方法についての基本的な考え方を示した。 
キーワード：ロックフィルダム、すべり安全性、修正震度法、震力係数、信頼性設計 

 
 

1．はじめに   
近年，逼迫した国家財政事情から社会資本整備予算の

縮減が要請されており，ロックフィルダムの設計および

施工においても更なる合理化が求められている。現行の

ダムの断面設計は河川管理施設等構造令1)（以下、「構造

令」という）に基づき実施されており、特に耐震設計は

震度法に基づいている。構造令に基づき設計されたダム

は、これまで東北地方太平洋沖地震や兵庫県南部地震を

はじめとする大地震を経験しても、直ちにその安全性を

脅かすような被害は生じていない2)~4)。このことから、震

度法は一定の信頼性を有した耐震設計法であると認識さ

れている。しかし、震度法におけるロックフィルダムの

主材料であるロック材料の設計強度は、その三軸圧縮試

験結果をモール・クーロンの破壊基準により整理したう

えで粘着力を無視して内部摩擦角のみを用いて設定され

ており、また地震力は一様の設計震度を用いて計算され

る堤体慣性力として与えられている1)。このように震度法

は実物性、実挙動を必ずしも忠実に反映していない面が

あり、この設計方法を基本として適切な設計合理化が図

りづらい状況にある。一方、将来のより実際に近い地震

荷重、強度を採用した設計法を視野に入れ、耐震性の照

査法として、1991 年 6 月に「フィルダムの耐震設計指

針（案）」5)（以下、「指針（案）」という）が策定されて

いる。この指針（案）では、堤高 100m以下のロックフ

ィルダムの耐震性能照査においては、地震時の堤体の応

答を考慮するため、高さ方向の地震力分布を変化させる

震力係数が導入された修正震度法と、ロック材料のせん

断強度について拘束圧依存性を考慮した評価方法を組み

合わせた方法が提案されている。 
しかし、震力係数については、指針（案）の策定後も

加速度の大きい地震動記録が多数観測されており、これ

らを考慮したうえで地震時の応答を適切に設定したもの

に見直す必要がある。また、指針（案）は照査法である

ことから解析に用いるロック材料の強度には試験強度を

そのまま用いているが、設計法として用いるためには適

切な材料安全率を定めて設計強度を設定する必要がある

と考える。本研究では、上記の課題を踏まえたうえで、

ロックフィルダムの合理的な設計法（以下、「新設計法」

という）を提案するための検討を実施する。 
また、本研究においては、新設計法における材料安全

率の設定に関する検討にあたって、信頼性設計の概念の

導入を試みた。信頼性設計とは確率論的手法に基づくも

ので、構造物の耐用期間における終局限界状態と使用限

界状態に相当する破壊モードを設定し、それらの破壊モ

ードの発生頻度を設定した範囲に抑えるという思想に基

づく設計法である6)。近年、欧州では限界状態の不確実性
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に対して確率統計を用いて安全性を評価する手法として

信頼性設計が用いられるようになってきている。このよ

うな国際的な流れに対応するよう国内の土木分野におい

ても各種の構造物において信頼性設計の適用のための検

討がなされており、一部の構造物においては設計基準自

体が信頼性設計に基づくものに移行している。本研究に

おける検討も、このような設計基準の整備における最近

の動向に対応したものである。 
平成 23 年度は、前年度までの研究に引き続き、近年

のダムサイトにおける地震動記録を用いて堤高に加えて

下流側の震力係数および上下流勾配の影響も考慮した震

力係数の検討を行った。 

また、材料安全率を信頼性設計に基づき設定するため

の基礎的検討として，ロックフィルダムの震度法に基づ

いて設計された堤体断面（以後、「震度法設計断面」とい

う）に対して，ロック材料のせん断強度のばらつきを考

慮したモンテカルロシミュレーション（以下，「MCS」と

いう）を実施し，性能関数の基本統計量の比較・分析を

行い，せん断強度と地震力の評価方法や堤高等の解析条

件がすべり安定性評価に与える影響を検討した。さらに

検討結果に基づき信頼性設計に基づく材料安全率の設定

方法についての基本的な考え方を示した。 
 

2. 近年の地震動を用いた震力係数の検討 

2.1 検討の概要 

指針（案）5)における震力係数は、日本のダムサイトに

おける、1980年代以前の実測地震動記録を用いた検討の

結果等に基づいて定められている。しかし、指針（案）

制定後にも、1995年の兵庫県南部地震をはじめとする大

規模な地震が頻発し、ダムサイトにおいて多くの加速度

の大きい地震動記録が観測されている。 
また、指針（案）において設定された震力係数は堤高

100m以下のフィルダムを対象としており、堤高 100m以

上のフィルダムについては「高さが 100m以上となると

堤体の固有周期が長くなり、岩盤における地震動の周波

数特性を考慮すると本指針（案）で示した地震力を減ず

ることができる可能性がある」と記述されている7）。 
このような状況に鑑み、近年のダムサイトにおいて観

測された地震動記録を用いた修正震度法における震力係

数の見直し検討が必要である。昨年度までの研究8)におい

ては、近年の地震動記録を含めた地震動記録の収集･分析

を行い、選定した地震動を用いて、堤高50m、75m、100m、

125m、150mのロックフィルダムモデルについて震力係

数の検討を行った。その結果、図-1に示すように、震力

係数と堤高との間に高い相関があり、また堤高が高くな

るにつれ震力係数は直線的に低下する結果が得られた。

また、これらの結果を用いて、表-1に示すように、堤高

と震力係数との関係式を求め、堤高 100m以上のダムに

も適用でき、かつ堤高に応じた震力係数を提案した。 
これらの震力係数の検討においては、想定すべり円弧

の位置について、ロックフィルダムのすべり安定性に相

対的に大きな影響があると考えられる上流側のすべり円

弧を用いてきた。また、ダムモデルの斜面勾配について、

現行の設計法である震度法により、すべり安定解析の最

小すべり安全率が 1.2 以上となる斜面勾配として上流側

1：2.6、下流側1：1.9に9)設定し、検討を行ってきた。 
本年度の研究においては、想定すべり円弧について下

流側のすべり円弧も設定し、上下流すべり面の違いにつ
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図-1 堤高と震力係数 k/kF（μ+σ）の関係 

y/H 震力係数の近似式

0.0（天端） k/kFⅠ＝-0.0048･H＋2.9022

0.4 k/kFⅡ＝-0.0055･H＋2.0195

1.0 k/kFⅢ＝-0.0040･H＋1.2848

ここで、 k :堤体震力係数

kF:設計地盤震度

H :堤高（m）

表-1 堤高と震力係数の相関近似式 
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いて検討する。また、異なる斜面勾配のダムモデルを設

定し、上下流斜面勾配が、ロックフィルダムの震力係数

に与える影響について検討する。 
2.2解析方法および解析条件 

2.2.1解析方法 

ロックフィルダムモデルに対して複素応答法による等

価線形解析を行い、入力地震動に対する堤体の応答加速

度の時刻歴を求めた。そのうえで、図-2に示すように設

定した上流側の20円弧と図-3に示す下流側の20円弧を

対象とし、それぞれの円弧土塊の平均応答加速度を時刻

歴で求め、その最大値から入力地震動の最大加速度で除

することにより、震力係数k/kFを求めた。ここで、k：堤

体震力係数、kF：設計地盤震度である。 
設定したそれぞれの円弧群においては、ダム天端から

すべり円弧の堤体内最下点までの鉛直距離を円弧高さｙ

とし、堤高Hで無次元化したy/Hが0.2,0.4,0.6,0.8および

1.0となるように5円弧設定した。 
2.2.2基本解析モデルと物性値 

解析モデルは、中央土質遮水壁型ロックフィルダムモ

デルで、堤体のみをモデル化した。ロックゾーンの上下

円弧群1 円弧群2 

円弧群3 円弧群4 

円弧群1 円弧群2 

円弧群3 円弧群4 

図-3 解析の対象とした下流側想定すべり円弧 

 

図-2 解析の対象とした上流側想定すべり円弧 
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図-4 解析モデル（上流面 1：2.6,下流面 1：1.9） 

 

図-5 解析モデルの有限要素分割 

 
表-2 等価線形解析に用いた物性値（一部） 

 

図-6 せん断剛性および減衰率と 
せん断ひずみの関係 
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流斜面勾配は、我が国の中央土質遮水壁型ロックフィル

ダムにおいて標準的と考えられる堤体材料の設計値を用

い、現行の設計法である震度法によるすべり安定解析に

より決定した。すなわち、強震帯における設計震度ｋ＝

0.15を与え、貯水位を堤高Hの92％（0.92H）（常時満水

位相当）という条件で、最小すべり安全率が1.2（ただし

1.2 以上）になる勾配として、図-4 の上流側 1：2.6、下

流側1：1.9からなる堤高100ｍの基本解析モデルを決定

した。モデルの要素分割を図-5に示す。 
等価線形解析に用いた物性値のうち湿潤密度、飽和密

度及び初期せん断剛性を表-2に示す。また図-6に等価線

形解析に用いた堤体材料のせん断剛性および減衰率とせ

ん断ひずみとの関係（動的変形特性）を示す。これらの

物性は、前述の上下流斜面勾配を決定するために用いた

物性値と同様に、我が国の中央土質遮水壁型ロックフィ

ルダムの標準的と考えられる堤体材料の設計値ないし試

験値を基本として設定した9)。また、本研究の等価線形解

析は堤体のみをモデル化しているため、基礎地盤でのエ

ネルギー逸散は等価逸散減衰率として材料減衰率に一律

15％上乗せして考慮した。 
2.2.3入力地震動 

入力地震動の候補として、1966 年から 2008 年にダム

サイト岩盤またはダム堤体監査廊で観測された 1,883 の

地震動記録から、上下流方向の最大水平加速度 100gal以
上を記録した48地震動を選定した10)。 
入力地震動は、選定した48地震動の水平地震動の最大

加速度が 196gal（0.2G）となるように基準化して、使用

した。 

2.3解析ケース 

 解析ケースは表-3のとおりである。 
 ケース1では、昨年度の研究8)で上流側の想定すべり円

弧について検討されていることから、堤高 100ｍダムモ

デルを用い、下流側の想定すべり円弧の震力係数を求め、

上下流の震力係数の差異について検討する。 
 ケース 2 では、昨年度の研究8)における上流面 1:2.6、
下流面1:1.9のダムモデルに加え、斜面勾配が異なるダム

モデルを設定し、斜面勾配が異なる場合の震力係数への

影響について検討する。異なる斜面勾配としては、既設

ロックフィルダムにおける上下流面勾配の調査結果に基

づき11)、ほとんどの既設ダムが含まれる勾配として、急

勾配側が上流面1:2.4、下流面1:1.8（図-7）と、緩勾配側

が上流面1:3.0、下流面1:2.2（図-8）を設定した。 
2.4解析結果 

2.4.1上流側すべりと下流側すべりの比較（ケース1） 

震力係数k/kFの解析結果は、ダム天端からすべり円弧

の堤体内最下点までの鉛直距離を円弧高さyとし、堤高H
で無次元化したy/Hとの関係により整理する。また、すべ

り円弧の始点上端と半径が異なる4円孤群20円弧につい

て検討を行っているが、これら4円弧群それぞれのケー

スにおいて、解析結果に大きな差異がないため、円弧群

3について結果を示す。図-9は、全48地震動の解析結果

の一例として、震力係数k/kFの分布域が異なる６地震動

表-3 解析ケース 
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図-8 解析モデル 
（上流面 1：3.0,下流面 1：2.2） 

 

図-7 解析モデル 
（上流面 1：2.4,下流面 1：1.8） 

 

検討ケース 斜面勾配 対象すべり面 堤高

ケース1
上流側すべりと下流側すべりの比較

上流面1：2.6　下流面1：1.9 上流側
下流側

100ｍ

ケース2
斜面勾配の影響

上流面1：2.4　下流面1：1.8
上流面1：2.6　下流面1：1.9
上流面1：3.0　下流面1：2.2

上流側
下流側

100ｍ

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 1 2 3 4
k/kF

y/
H

円弧11

円弧12

円弧13

円弧14

円弧15

図-9 y/Hとk/kFの関係の一例 
（6地震動の解析結果，円弧群3） 

    【カラー実線】上流側すべりの震力係数 k/kF 

   【カラー破線】下流側すべりの震力係数 k/kF 

   【黒線実線】指針（案）1）の震力係数（堤高 100m以下） 

   【黒線実線】委員会例示 5）の震力係数（堤高 110m） 

【カラー実線】上流側すべりの震力係数k/kF 

【カラー破線】下流側すべりの震力係数k/kF 

【黒線実線】指針（案）5)の震力係数（堤高100ｍ以下） 

【黒線破線】委員会例示7)の震力係数（堤高110ｍ） 
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を抽出し、上流側すべり、下流側すべりそれぞれ示して

いる。 
この解析結果から、各地震動の上流側すべりと下流側

すべりの震力係数を個別で比較すると、わずかに差異が

見られるものがあるものの、両者はほぼ同等の震力係数

であることがわかる。また、上流側すべりと下流側すべ

りの間に大小関係の規則性は認められず、その大小関係

は地震動によって異なっている。 
さらに、全48地震動の解析結果を統計処理した図-10、

図-11では、平均値（μ）と平均値+標準偏差（μ+σ）とし

て得られた上流側すべりと下流側すべりの震力係数にほ

とんど差がないことがわかる。 
2.4.2斜面勾配の影響（ケース2） 

図-12、13は、上流面1:2.4、下流面1:1.8モデル、図-14、
15は，上流面1:3.0、下流面 1:2.2モデルにおける上流側

すべり、下流側すべりそれぞれの48地震動の解析結果を

統計処理したものである。 
上流側すべりで勾配の異なる図-12と図-14を比較する

と、平均値（μ）、平均値+標準偏差（μ+σ）ともに非常に

類似した結果が得られた。また、下流側すべりで勾配の

異なる図-13と図-15の比較からも、上流側すべりと同様

0.0
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0.4

0.6

0.8

1.0

0 1 2 3 4
k/kF

y/
H

指針（案）の震力
係数（H≦100m）
平均値

最大値包絡線

平均値＋σ

平均値+2σ

図-11 y/Hとk/kFの関係(全48地震動の統計処理結果） 
（下流側すべり） 
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図-10 y/Hとk/kFの関係(全48地震動の統計処理結果） 
（上流側すべり） 0.0
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図-12 y/Hとk/kFの関係（上流面1:2.4,下流面1:1.8） 
（上流側すべり） 

図-13 y/Hとk/kFの関係（上流面1:2.4,下流面1:1.8） 
（下流側すべり） 

図-14 y/Hとk/kFの関係（上流面1:3.0,下流面1:2.2） 
（上流側すべり） 

図-15 y/Hとk/kFの関係（上流面1:3.0,下流面1:2.2） 
（下流側すべり） 
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に類似した結果が得られた。 
次に勾配と震力係数k/kF（μ+σ）の関係について、図-12

～図-14 の結果と、前ケースで実施した上流側 1:2.6、下

流側 1:1.9 モデルにおける図-10、図-11 の結果をあわせ、

上流側すべりについては図-16 に、下流側すべりについ

ては図-17 に示す。なお、指針(案)5)においては、図-1 の

ように震力係数k/kFの分布をy/H＝0.0、0.4、1.0における

折れ線で示しており、本研究の結果も同様な折れ線で示

すことができることから、y/H＝0.0、0.4、1.0に着目した。

各震力係数k/kFは、異なる勾配でわずかに差が見られる

ものの、上流側すべり、下流側すべり共に、いずれのy/H
においてもほぼ同等の値であることがわかる。 

 
3. 信頼性設計に基づく材料安全率の設定のための基礎

的検討 

3.1  検討の概要  

本章では，ロックフィルダムの新設計法における材料

安全率を信頼性設計に基づき設定するための基礎的検討

を実施し、その検討結果を踏まえて材料安全率の設定方

法を検討する。具体的な検討手順は次のとおりである。

本研究では、震度法設計堤体断面（に対して、せん断強

度の変動を考慮したMCSを実施し、MCSの試行毎に得

られるすべり安全性に関する性能関数Zについて統計処

理を行うことで安全性指標および破壊確率を算出した。

この際、せん断強度と地震力の評価方法やモデルダムの

堤高等の解析条件を変化させた種々のシミュレーション

を行い、これらの解析条件がすべり安定性評価に与える

影響も検討した。なお、本稿では 10,000 回のMCS 試行

においてすべり安全率が 1.0 を下回る確率のことを示し

ており、ダムの終局限界あるいは使用限界に至る確率を

指しているのではないことに注意されたい。 
性能関数ZはMCSの各試行における最小安全率発生円

弧における起動モーメントをS、抵抗モーメントをRとし

て、Z=R/S-1 で定義した。MCSの試行回数は予備検討の

結果よりZの平均値μzの95%信頼区間の幅がμzの概ね1%
程度となる10,000回とした（図-18）。予備検討は後述す

るcase A-2と同じ条件で検討を行った。 
なお、本研究では変動を考慮したのはロック材料のせ

ん断強度のみであり、ロック材料の密度、コア材料・フ

ィルタ材料の強度および密度、地震力についての変動は

考慮していない。 
3.2  解析方法および解析条件   

3.2.1  解析ケース 

(1) 材料強度・地震荷重の評価方法がすべり安全性評価

に与える影響 
解析ケースの一覧を表-4に示す。本研究では表-4に示

す2種類のロック材料に対して，ロック材料のせん断強

度の評価方法、地震荷重の評価方法、震力係数、設計地

盤震度、震力係数といった解析条件を変化させた計 11
ケースの MCS を実施した。また、各ケースでは解析モ

デルの堤高を 50m,100m,150m に変化させた解析を実施

図-18 MCS試行回数とμzの95%信頼区間/μz 
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下流面の勾配（1：ｎ）
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図-17 勾配とk/kFの関係（μ＋σ） 
（下流側すべり） 

図-16 勾配とk/kFの関係（μ＋σ） 
（上流側すべり） 
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し堤高の影響についても検討した。なお、以下では簡略

のため caseA-1~7を併せて「case A」、case B-1~4を併せ

て「case B」と記載する。 
3.2.2  解析モデルと解析物性値 
解析モデルは、中央土質遮水壁型ロックフィルダムモ

デルで、堤体のみをモデル化した。図-19に堤高100mの

ダムモデルを示す。他の堤高モデルについては、堤高に

応じて比例した相似形モデルとした。解析モデルの断面

設計に用いたロック材料のせん断強度は、case A では I 
ダムの外部ロック（ロックⅠ）の設計値を、case Bでは

Mダム外部ロック（ロックⅡ）の設計値を用いた。 
次に MCS に用いた主な物性値を表-5 に示す。ロック

材料のせん断強度の変動に関する統計基本量は、I ダム

と M ダムにおいて各材料の品質管理試験として実施し

た大型三軸圧縮試験の試験結果を統計処理して算定した。

また、ロック材料の密度は各材料の設計値を、コア材料・

フィルタ材料の物性値は Iダムの設計値を採用した。 

今回、解析に用いたロックⅠ,Ⅱの粘着力 cと内部摩擦

角φの値について、既設のダム設計値を決定する際の材

料試験で得られた数値と比較した。図-20 において、ロ

ックⅠ,Ⅱの c,φは品質管理試験結果の平均値をプロッ

表-4 解析ケース一覧 

表-5 解析物性値 

CASE名 材料 せん断強度の評価方法 地震力の評価方法 震力係数
設計地震動

　or
設計地盤震度

Case A-1 震度法（c-φ法，c=0)） 震度法 - 0.15

Case A-2 0.18

Case A-3 0.16

Case A-4 0.13

Case A-5 0.18

Case A-6 0.16

Case A-7 0.13

Case B-1 震度法（c-φ法，c=0)） 震度法 - 0.15

Case B-2 0.18

Case B-3 0.16

Case B-4 0.13

μ：平均値　　σ：標準偏差

Ab法 修正震度法 μ+σ

ロックⅡ
Ab法 修正震度法 μ+σ

Ab法 修正震度法 μ

ロック I

飽和重量 湿潤重量

γsat γt
設計値

（断面決定）
平均値 標準偏差

(kN/m3) (kN/m3) ( ° ) ( ° ) ( ° ) A b A B C D R F G

ロックⅠ 13 20.8 20.0 41.00 41.94 0.45 3.026 0.837 -4.90E-16 1.95E-12 -3.06E-09 2.43E-06 -1.06E-03 0.290 1.915

ロックⅡ 8 21.6 19.6 41.00 42.04 1.00 2.226 0.878 -3.00E-16 1.21E-12 -1.95E-09 1.61E-06 -7.51E-04 0.209 3.333

コア - 20.6 20.3 36.00 36.00 0.00 - - - - - - - - -

フィルタ - 21.1 20.4 37.00 37.00 0.00 - - - - - - - - -

材料名 標本数

材料重量 震度法　 新設計法（Aｂ法_ kPa）

内部摩擦角　φ 平均値　μτf 標準偏差　στf

μτf(σn) = A・σn
b στf（σn） =A・σn

6+B・σn
5+C・σn

4+D・σn
3+E・σn

2+F・σn+G　　　　※σn：垂直応力

図-19 解析モデル(H=100m) 
 

  
 

  
 

  

表-6 震力係数 
case
y/H 0.0 0.4 1.0 0.0 0.4 1.0

堤高H(m) k/kF1 k/kF2 k/kF3 k/kF1 k/kF2 k/kF3
50 2.67 1.75 1.09 2.12 1.28 0.80

100 2.43 1.47 0.89 1.82 1.02 0.62
150 2.19 1.20 0.69 1.52 0.76 0.45

caseA-2~3, B-2~3 caseA-5~7

図-20 解析物性値と既設ダムのロック材料物性 
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トしている。また、既設ダムの値は工事誌等より確認し

た材料試験結果の平均値または試験結果の分布範囲の中

間値をプロットし、材料試験結果が確認出来なかったダ

ムについては設計値をプロットしている。図-20 よりロ

ックⅠは既設ダムと比べて c,φとも分布範囲の中間付近

の値であり、ロックⅡはφ中間付近、c が中間よりやや

小さい値である。 
3.2.3  震力係数 
震力係数は第2章の検討結果に基づき，堤高の１次関

数で与えた。この際，case A-2~4, case B-2~4では48の対

象地震波形に対する堤体応答の統計処理において、平均

値＋標準偏差(μ+σ)に基づきk/kFを設定し，case A-5~7 で

は平均値(μ)に基づきk/kFを設定した。各ケースの震力係

数の値は表-6の通りとした。 

3.2.4  せん断強度の変動の設定方法 
MCSの各試行におけるロック材料のせん断強度は， 

case A-1, B-1では内部摩擦角φの変動が、その他のケー

スではAb法によるせん断強度τAb (=Aσb)の変動が正規

乱数に従うと仮定して，φとτAbの平均値と標準偏差を

用いて，試行毎に生起させた一様乱数をボックスミュー

ラー法によりφとτAbの正規乱数に変換した。せん断強

度の変動の分布範囲は平均値を中心に標準偏差の±2.5
倍以内とし，この範囲を超える正規乱数が取得された場

合は一様乱数の取得から再計算を行った。この標準偏差

の±2.5 倍以内という変動分布範囲は変数の分布が正規

分布に従うと仮定した場合、約99%が分布する範囲であ

る。なお、一様乱数の発生手法はメルセンヌ・ツイスタ

を採用した。以上の設定に基づく各材料のせん断強度の

変動範囲を図-21,22に示す。 
3.2.5  評価方法 
今回の解析ではMCSの各試行において，ロック材料の

せん断強度はロックゾーン内で一様と仮定して解析を行

った。しかし、本来はゾーン内でも空間的な変動を持つ。

一般的に強度の自己相関を考慮しなければゾーン分割が

細かくなるほど安全性指標は大きくなるため12)，分割を

一切行っていない今回の安全性指標の解析結果は空間的

変動を考慮した場合よりも過小に計算されている可能性

がある。なお、強度の自己相関を考慮せずにロックゾー

ンの要素分割を行った場合の解析結果は，要素分割を行

わない場合よりも同一断面における安全性指標が大幅に

大きくなった（図-23）。 
そこで，本検討では解析結果の評価は、解析結果の絶

対値ではなく，解析条件の変化に伴う解析結果の相対的

な変化とその要因分析に主眼をおいた。 

図-21  せん断強度の変動範囲（ロックⅠ） 
 

  
 

  
 

  

図-22  せん断強度の変動範囲（ロックⅡ） 
 

  
 

  
 

  

図-23 ゾーン分割の有無と安全性指標の関係 
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3．3  解析結果 
3.3.1  解析手法がすべり安全性評価に与える影響 
解析手法における強度および地震力評価方法が異なる

case A-1,2 および case B-1,2 の解析結果を比較する。

caseA-1, B-1は震度法に基づいており、caseA-2, B-2は

修正震度法に基づいている。 
各ケースの性能関数Zの平均値μz および標準偏差  

σz 、安全性指標β(=μz /σz)、破壊確率Pfについて図-24
～27 に示す。PfはZ<0 となる試行回数を全試行回数

(=10,000)で除した値として計算した。図-26 より

caseA-1,B-1 に対してcaseA-2,B-2 では安全性指標βは

大きく低下している。これは，図-24よりμzには大きな

差がないが，図25に示すように，σzの差が1オーダー

程度発生しているためである。ここで図-21, 22を参照す

ると，せん断強度の変動範囲はcase A-1, B-1 よりcase 
A-2, B-2のほうが広くなっており，この強度の変動範囲

の違いがσzに大きく影響したと考えられる。このような

変動範囲の差が生じた要因は，case A-1, B-1ではcを無

視して強度を設定していることにより，cの変動が考慮さ

れていないためである。 
また、図-27よりcase A-2とcase B-2の破壊確率Pfを

比較すると、材料の違いによりPfに10%程度の差が生じ

ている。ここで， A-2~7, B-2~4に用いたせん断強度の

変動範囲の比較について垂直応力σnが 500kPa以下の

図-28 せん断強度の変動範囲（σn<500kPa） 

図-29 せん断強度の変動範囲（σn<150kPa） 

図-24  Zの平均値μz  (case A-1,2, case B-1,2) 
 

 
  

 
 

 
   

 
 

 
  

 
 

 
   

 
 

 
  

 
 

 
   

 
 

 
  

 
 

図-25  Zの標準偏差σz  (case A-1,2, case B-1,2) 

  
 

 
  

 
 

 
   

 
 

 
  

 
 

 
   

 
 

 
  

 
 

 
   

 
 

 
  

 
 

図-26 安全性指標β(case A-1,2, case B-1,2) 
 

 
 

  
 

 
 

   
 

 
 

  
 

 
 

   
 

 
 

  
 

 
 

   
 

 
 

  
 

 

図-27 破壊確率Pf_MCS結果(case A-1,2, case B-1,2) 
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範囲を図-28 に示し，σnが 150kPa以下の低拘束圧部分

の拡大図を図-29 に示す。せん断強度の評価方法を震度

法（c-φ法，c=0）からAb法に変更した場合、低拘束圧

条件において震度法よりも高い強度で評価される。case 
A, Bの震度法の設計内部摩擦角はともに 41°であるこ

とから、評価方法の違いによる低拘束条件下での強度の

上昇の度合いはcase Aの方がcase B よりも大きい。その

一方で、図-19 より、震度法による設計断面はcace Bの
方が設計勾配は小さい。これらの要因により両者の破壊

確率に差が生じたものと考えられる。 
図-28より変動範囲は case Aより case Bの方が相対

的に小さい。一般的には強度の変動が小さい程、破壊確

率は小さくなると考えられるが、case Aとcase Bでは

変動が大きい case Aの破壊確率が小さくなっている。こ

れより、前述した強度評価方法の変更が破壊確率に与え

る影響が、せん断強度の変動の大きさが破壊確率に与え

る影響より大きかったといえる。また、図-29 に示すと

おり拘束圧が小さくなるに従い、case A,  Bの変動範囲

の絶対値の差は小さくなっており、土柱重量が小さいス

ライスについては case A, B変動範囲の差がほとんど生

じないことも一因と考えられる。 
次に図-26,27の case A-2とcase B-2について堤高と

安全性指標・破壊確率の関係を見ると，ダム高が高いほ

ど安全性指標は大きくなり，破壊確率は小さくなるとい

う傾向がある。これは図-1に示すように、修正震度法に

おける震力係数を堤高の関数として設定しており，堤高

が小さいほどy/Hに対して大きな震力係数を与えている

ためと考えられる。 

図-30安全性指標β(case A-2, 3,4 case B-2,3,4 ) 
 

 
 

  
 

 
 

   
 

 
 

  
 

 
 

   
 

 
 

  
 

 
 

   
 

 
 

  
 

 

図-31 破壊確率Pf_MCS結果(case A-2, 3,4 case B-2,3,4 ) 
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図-32安全性指標β(case A-2~7 ) 
 

 
 

  
 

 
 

   
 

 
 

  
 

 
 

   
 

 
 

  

図-33 破壊確率Pf_MCS結果(case A-2~7 ) 
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3.3.2  設計地盤震度がすべり安定性評価に与える影響 

case A-2~4, case B-2~4の解析結果を基に計算した、

各ケースの安全性指標β(=μz /σz) 、破壊確率Pfについ

て図30, 31に示す。 
case A, B ともに設計地盤震度が大きくなるほど地震

荷重が大きくなるためβは小さくなり、Pfは大きくなる。

case A, Bともに設計地盤震度が0.18と0.13のケースで

は、破壊確率に1オーダー程度の差が生じている。 
3.3.3  震力係数がすべり安定性評価に与える影響 

case A-2~7の解析結果を基に計算した、各ケースの安

全性指標β(=μz /σz) 、破壊確率Pfについて図32, 33に

示す。 
case A-2~4と case A-5~7を比較すると、case5~7の

方がβは大きくPfは小さくなっている。これは、case5~7
の震力係数は 48 地震動に対する応答の平均値μに基づ

き設定しており、caseA-2~4と比較して震力係数が小さ

いためである。 
前節の結果と併せて、設計地盤震度および震力係数に

基づき地震荷重の設定値が破壊確率の計算結果に大きく

影響を与えていることを示した。現時点での震力係数の

算定手法は、解析対象とする 48 地震動を基に最大加速

度を 196gal に引き伸ばした（若しくは縮小した）入力

地震波形に対する地震応答の「最大値」に対して、統計

処理を行っている。さらに平均値（μ）＋標準偏差（σ）

を応答値として用いているため、地震荷重を高い値で固

定した条件で計算しているともいえる。 
信頼性設計は本来、荷重と強度の両方のばらつきを考

慮して設計対象物の安全性を評価する手法であるため、

破壊確率の算定に用いる震力係数の与え方については今

後も引き続き検討を行う必要がある。 
3.4  新設計法における材料安全率の設定についての基

本的な考え方 

 震度法に基づく設計断面に対する安全性指標および破

壊確率について検討した。震度法に基づく MCS 結果と

修正震度法に基づく MCS 結果を比較すると安全性指標

βと破壊確率Pfにはかなりの差が生じており、より実際

の条件に近い地震力分布を与えているが、地震力が震度

法よりかなり大きい修正震度法に基づく MCS 結果の方

がPfは高い値となった。また、震度法設計断面に対する

修正震度法に基づく MCS を実施した場合、材料強度と

堤高によって算出される安全性指標βおよび破壊確率Pf
が異なることが分かった。 
 理想的な考え方をすれば、設計法において確保される

破壊確率はダムによらず同一であることが望ましい。こ

のため、新設計法の検討においても、安全性指標と破壊

確率をダムによらず同程度とすることが望ましく、仮に

このような設計法が確率できれば、ダムの安全性を対外

的に説明しやすい。そこで、新設計法における材料安全

率を検討する場合、必要に応じて材料強度特性や堤高に

応じて材料安全率を変化させ、ダム毎に担保される安全

性指標・破壊確率に大きなばらつきが生じないような材

料安全率等の安全係数の値を設定することを考える。な

お、堤高によって破壊確率が変化するのは堤高によって

地震荷重が変化するためであることから、荷重に関する

係数を別途導入して、材料安全係数、荷重係数、構造解

析係数（すべり安全率）を組み合わせた部分安全係数法

により整理する方法も考えられる。なお、この手法自体

は他分野の信頼性設計でも良く用いられている手法であ

る13)。 
また、設計地盤震度と震力係数の設定によって破壊確

率が大きく変化することが確認された。荷重評価の設定

により、破壊確率は1~2オーダー程度変化しておりその

影響は小さいとは言い難い。従って震力係数についても

変動の影響を考慮した追加検討等を行い、適切な設定値

を検討する必要がある。これらの検討結果を勘案したう

えで、新設計法で最低限確保すべき安全性指標・破壊確

率についても引き続き検討を行う。 
 
4．まとめ 
平成 23 年度は、近年の地震動記録を用いて、下流側

の震力係数および上下流勾配の影響も考慮した震力係数

の検討を行った。また、新設計法における材料安全率を

信頼性設計に基づき設定するための基礎的検討として，

震度法設計断面に対して，せん断強度のばらつきを考慮

したMCSを実施し，せん断強度と地震力の評価方法や堤

高等の解析条件がすべり安定性評価に与える影響を検討

した。以下に、その結果をまとめる。 

(1) ロックフィルダムにおける上流側すべりと下流側す

べりの違いによる震力係数への影響はほとんどない。

また、通常考えられるロックフィルダムの上下流面

勾配の範囲においては、斜面勾配の違いによる震力

係数への影響もほとんどない。 
(2) (1)より本研究で得られた堤高と震力係数との関係

式を用いることにより、下流側すべりや異なる斜面

勾配にも適用可能である。 
(3) MCS を実施する際のロック材の強度評価法を震度

法（c-φ法，c=0）からAb法にすると、同一断面に

おける安全性指標が大幅に低下する。これは震度法
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による強度評価では粘着力を無視しているため強度

の変動が小さく設定されるが、Ab 法による強度評

価では強度の変動が相対的に大きく設定されること

に起因する。 
(4) 今回の条件においては、地震荷重の評価方法により

破壊確率が1~2オーダー程度変化した。 
(5) 新設計法においては、ダム毎に担保される安全性指

標・破壊確率に大きなばらつきが生じないことが望

ましく、このような観点から材料安全率等の設定方

法について検討する必要がある。 
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